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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第12期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

営業収入（千円） 6,062,110 7,582,639 27,099,729

経常利益（千円） 797,294 932,493 3,493,847

四半期（当期）純利益（千円） 416,695 494,030 1,893,809

純資産額（千円） 13,071,077 14,141,424 14,157,371

総資産額（千円） 17,422,637 26,989,407 27,483,948

１株当たり純資産額（円） 65,095.01 72,102.00 72,429.81

１株当たり四半期（当期）純利益（円） 2,075.18 2,460.31 9,431.31

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） 75.0 53.6 52.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
94,544 392,985 2,027,333

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△693,419 △1,019,435 △6,158,829

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△457,756 △593,798 6,149,241

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（千円）
3,132,254 4,986,382 6,206,631

従業員数（人） 2,511 3,109 2,928

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収入には、消費税等は含まれておりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　　　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 3,109(1,847)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除いております。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員数が当第１四半期連結会計期間において181名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び

期中採用によるものであります。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,695(1,505)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除いております。）であり、臨時雇用者数（パートタイ

マー）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員数が当第１四半期会計期間において170名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び期中

採用によるものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。

(2）受注状況

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　販売実績を事業の部門別及び地区別に示すと、次のとおりであります。

部門別実績

 
 部門別

 

当第１四半期連結会計期間（千円）
（自 平成21年４月１日
　　至 平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）　

介護部門 7,290,981    126.9      

  特定施設入居者生活介護事業 6,808,994    124.6      

  認知症対応型共同生活介護事業 177,150    101.5      

  高齢者専用賃貸住宅事業 304,835    283.8      

 給食部門 158,799    82.9      

 介護用品販売部門 75,491    110.3      

 ＦＣ部門 57,205    107.7      

 その他部門 162    4.7      

合計 7,582,639    125.1      

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。　

 

介護部門の地区別実績

部門別
当第１四半期連結会計期間（千円）

（自 平成21年４月１日
　　至 平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）　

関東地区 2,995,984    170.9      

関西地区 2,599,390    109.5      

中部地区 1,138,940    105.3      

中四国地区 556,666    103.4      

合計 7,290,981    126.9      

（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融不

安と経済の混乱が漸く一段落しつつありますが、景気の先行きに対する不透明感は依然として残っており、景気回

復への足取りはまだまだ重い状態が続いております。

　一方わが国の高齢者住宅市場は、世界で前例のない速さで進行している高齢化に加えて、団塊世代の高齢化突入に

より、平成27年には高齢化率が30％に達する見通しで、今後ますます市場が拡大することが予想されます。そのため

市場では規制・基準のほとんどない高齢者賃貸住宅が急速に増加しており、今後は多様化した高齢者住宅につい

て、潜在顧客に対してどのように特徴を分かり易く伝えられるかが市場全体の課題になっております。

　このような状況のもと、当社はコア事業であります「アミーユ」（介護付有料老人ホーム等）に加え、「Ｃアミー

ユ」（高齢者専用賃貸住宅等）の本格展開を加速しております。　

　当第１四半期連結会計期間の「アミーユ」の展開につきまして、計３施設（直営３施設）を開設し、当第１四半期

連結会計期間末の「アミーユ」の施設数は、直営133施設、ＦＣ21施設、合計154施設、総入居定員は8,061名となって

おります。また「Ｃアミーユ」は２件を開設し、当第１四半期連結会計期間末の「Ｃアミーユ」の件数は11件、総入

居定員は984名となっております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の営業収入は7,582百万円（前年同四半期比25.1％増）、営業利益は955百万

円（同11.7％増）、経常利益は932百万円（同17.0％増）、四半期純利益は494百万円（同18.6％増）となりました。

　部門別の業績は、以下のようになっております。

　①介護部門

　　・特定施設入居者生活介護事業

　　　　関東地区３施設の「アミーユ」を新たに開設したことと、既存施設の稼働率が前連結会計年度に引き続き良

　　　好であったことにより、営業収入は6,808百万円（同24.6％増）となりました。

　　・認知症対応型共同生活介護事業

　　　　当第１四半期連結会計期間において新たに開設した施設はなく、既存施設の稼動状態も横ばいであったこと

　　　により営業収入は177百万円（同1.5％増）となりました。

　　・高齢者専用賃貸住宅事業

　　　　関西地区１件と中四国地区１件の合計２件の「Ｃアミーユ」を新たに開設したことと、既存施設の入居が進

　　　んだことにより、営業収入は304百万円（同183.8％増）となりました。

　②給食部門

　　　アミーユ施設が３施設、Ｃアミーユが２件、新たに開設しましたが、積和サポートシステム株式会社が平成20

　　年８月より連結子会社となったため、内部売上の相殺処理が新たに発生することになり、営業収入は158百万円

　　（同17.1％減）となりました。

　③介護用品販売部門

　　　ほぼ横ばいに推移しており、営業収入は75百万円（同10.3％増）となりました。

　④ＦＣ部門

　　　ほぼ横ばいに推移しており、営業収入は57百万円（同7.7％増）となりました。

　⑤その他部門

　　　株式会社介護システム研究所の書籍等の販売が落ち込んだことにより、営業収入は0百万円（同95.3％減）と

　　なりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　　当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末から1,220百万円減少し、4,986百万円（前年同四半期末

　比59.2％増）となりました。　　

　　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は392百万円（同315.7％増）となりました。これは税金等調整前四半期純利益が898

百万円となったこと及び未払金が602百万円増加したこと等により資金を得た一方で、法人税等の支払額が852百万

円となったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は1,019百万円（同47.0％増）となりました。これは新規開設等に伴う有形固定資産

の取得による支出が861百万円、差入保証金の差入による支出が152百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は593百万円（同29.7％増）となりました。これは配当金支払による支出が498百 万

円、長期借入金の返済による支出が90百万円あったこと等によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

(4）研究開発活動

        当第１四半期連結会計期間における研究開発費の総額は0百万円であります。

　　　　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設のうち、当第１四半期連結会計期間において完了したものは以下

のとおりであります。

　提出会社

事業所名 所在地　 設備の内容　
投資額
（千円）

完了年月　
完成後の
増加能力

　アミーユレジデンス東六郷  東京都大田区　 有料老人ホーム　　 69,713平成21年5月部屋数49室　

　アミーユレジデンス

　ひばりが丘

 東京都西東京市

　
有料老人ホーム　 12,565平成21年5月　部屋数31室　

　アミーユレジデンス昭島  東京都昭島市　 有料老人ホーム　 13,642平成21年5月　部屋数35室　

　Ｃアミーユ茨木中穂積  大阪府茨木市　 高齢者専用賃貸住宅　 1,253,413平成21年5月　部屋数112室　

　Ｃアミーユ姪浜  福岡市西区　 高齢者専用賃貸住宅　 1,379,680平成21年6月　部屋数143室　

　（注）１．投資額には、固定資産の購入と差入保証金及び建設協力金の払込額を記載しております。

　      ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間末における設備の新設の計画は以下のとおりであります。

　提出会社

事業所名 所在地 設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

Ｃアミーユ

西大路八条　
京都市南区

高齢者専用賃貸

住宅
1,515,6301,337,130

自己資金

及び借入

金

平成19.12平成21.7
部屋数

125室

Ｃアミーユ

淡路駅前

大阪市

東淀川区

高齢者専用賃貸

住宅
1,823,09132,229

自己資金

及びリー

ス

平成20.4平成21.8
部屋数

137室

Ｃアミーユ

神戸上沢
神戸市兵庫区

高齢者専用賃貸

住宅
1,122,74220,145

自己資金

及びリー

ス

平成20.8平成21.8
部屋数

85室　

Ｃアミーユ

多摩川
川崎市高津区

高齢者専用賃貸

住宅
81,19217,544自己資金 平成20.11平成21.10

部屋数

102室　

Ｃアミーユ

船橋印内(仮)
千葉県船橋市

高齢者専用賃貸

住宅　
2,083,786615,786

自己資金

及び増資

資金及び

借入金

平成19.2未確定
部屋数

125室

Ｃアミーユ

甲陽園(仮)
兵庫県西宮市

高齢者専用賃貸

住宅　
1,919,320319,360

自己資金

及び借入

金　

平成18.7未確定
部屋数

170室

その他2施設 中四国地区 有料老人ホーム 39,900 -
自己資金

　
未確定 未確定 未確定

その他3施設 関西地区 有料老人ホーム 178,700 -
自己資金

　
未確定 未確定 未確定

その他3施設 中部地区
有料老人ホーム

　
76,480 -

自己資金

　
未確定 未確定 未確定　

その他4施設 関東地区 有料老人ホーム 660,5072,000
自己資金

　
平成21.3未確定 未確定　

その他5施設 関西地区
高齢者専用賃貸

住宅　
5,730,759692,559

自己資金

及び借入

金　

平成19.12未確定 未確定　

その他2施設 関東地区
高齢者専用賃貸

住宅　
1,095,436232,648

自己資金

及び借入

金　

平成20.3未確定 未確定　

　（注）１．投資予定金額には差入保証金及び建設協力金を含んでおります。　

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 579,200

計 579,200

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

　　　提出日現在
　　　発行数（株）
（平成21年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 200,800 200,800ジャスダック証券取引所

 完全議決権株式であり、

 株主としての権利内容に

 制限のない、標準となる

 株式であり、単元株制度

 は採用しておりません。　

計 200,800 200,800 － －

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（3）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年４月１日～

平成21年６月30日　
－ 200,800 － 3,925,160 － 4,167,510

 

（5）【大株主の状況】

 当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。なお、スパークス・アセット・マネ

ジメント株式会社から以下のとおり大量保有報告書の変更報告書の写しの送付を受けておりますが、株主名簿

の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

　氏名又は名称 住所　 提出日　
報告義務

発生日　

保有株券等

の数（株）　

株券等保有

割合（％）　

 スパークス・アセット・

 マネジメント株式会社　

 東京都品川区大崎

 一丁目11番２号

 ゲートシティ大崎　

平成21年

７月６日　

平成21年

６月30日　
　12,975 　6.46 
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（6）【議決権の状況】

　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

　　　①【発行済株式】

　平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 200,800  200,800

 １（１）②発行済株式の

 「内容」欄に記載のとお

 りであります。　

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数  　　　　　　 200,800 ― ―

総株主の議決権 ― 200,800 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が６株含まれております。また、「議決権

の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

 

 

　 ②【自己株式等】

　平成21年６月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計（株）　

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）　

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円） 134,000 129,300 164,100

最低（円） 109,900 111,700 125,900

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び、当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）の四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており、当第

１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び、当第１四半期連結累計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半

期レビューを受けております。

　なお、有限責任監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって監査法人トーマツか

ら名称変更しております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,086,382 6,306,631

営業未収入金 4,037,238 3,788,812

有価証券 100,000 100,000

原材料及び貯蔵品 28,523 11,589

前払費用 546,353 511,519

その他 278,730 337,103

貸倒引当金 △8,218 △9,043

流動資産合計 10,069,008 11,046,612

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 7,058,453

※1, ※2
 4,818,829

車両運搬具（純額） ※1
 52,591

※1
 46,428

工具、器具及び備品（純額） ※1
 265,083

※1
 241,307

土地 1,610,092 1,610,092

リース資産（純額） ※1
 647,514

※1
 654,382

建設仮勘定 1,927,145 3,853,220

有形固定資産合計 11,560,882 11,224,260

無形固定資産

のれん 215,802 224,537

その他 359,547 328,799

無形固定資産合計 575,350 553,337

投資その他の資産

差入保証金 ※3
 4,060,806

※3
 3,922,058

その他 739,088 750,393

貸倒引当金 △15,728 △12,713

投資その他の資産合計 4,784,166 4,659,738

固定資産合計 16,920,398 16,437,336

資産合計 26,989,407 27,483,948
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 312,548 326,825

短期借入金 475,092 522,892

未払金 1,696,331 1,095,883

未払法人税等 354,509 885,966

賞与引当金 239,726 450,416

その他 1,628,157 1,793,280

流動負債合計 4,706,366 5,075,263

固定負債

長期借入金 6,864,454 6,907,377

退職給付引当金 8,836 7,830

役員退職慰労引当金 41,088 38,625

その他 1,227,238 1,297,479

固定負債合計 8,141,617 8,251,312

負債合計 12,847,983 13,326,576

純資産の部

株主資本

資本金 3,925,160 3,925,160

資本剰余金 4,167,510 4,167,510

利益剰余金 6,391,086 6,459,295

株主資本合計 14,483,756 14,551,965

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,674 △8,059

評価・換算差額等合計 △5,674 △8,059

少数株主持分 △336,657 △386,534

純資産合計 14,141,424 14,157,371

負債純資産合計 26,989,407 27,483,948

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

四半期報告書

13/23



（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業収入 6,062,110 7,582,639

営業原価 4,327,818 5,537,714

営業総利益 1,734,291 2,044,925

販売費及び一般管理費 ※
 879,104

※
 1,089,754

営業利益 855,187 955,170

営業外収益

受取利息 11,446 8,560

受取手数料 － 3,980

持分法による投資利益 － 1,382

その他 1,467 2,038

営業外収益合計 12,914 15,962

営業外費用

支払利息 － 38,616

持分法による投資損失 70,807 －

その他 － 22

営業外費用合計 70,807 38,638

経常利益 797,294 932,493

特別損失

固定資産除却損 21 188

退職給付費用 － 33,347

特別損失合計 21 33,536

税金等調整前四半期純利益 797,273 898,957

法人税、住民税及び事業税 380,578 355,050

法人税等合計 380,578 355,050

少数株主利益 － 49,877

四半期純利益 416,695 494,030
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 797,273 898,957

減価償却費 98,091 167,050

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,857 2,190

賞与引当金の増減額（△は減少） 266,563 △210,689

退職給付引当金の増減額（△は減少） 466 1,006

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,994 2,462

受取利息 △11,446 △8,560

持分法による投資損益（△は益） 70,807 △1,382

支払利息 － 38,616

固定資産除却損 21 188

売上債権の増減額（△は増加） △78,256 △250,000

前払費用の増減額（△は増加） △11,007 △34,658

その他の流動資産の増減額（△は増加） △931 24,613

仕入債務の増減額（△は減少） △45,551 △14,276

未払金の増減額（△は減少） △26,797 602,499

その他の流動負債の増減額（△は減少） 92,972 108,043

預り保証金の増減額（△は減少） △102,310 △66,882

その他 32,965 21,005

小計 1,088,713 1,280,183

利息及び配当金の受取額 3,589 65

利息の支払額 － △34,607

法人税等の支払額 △997,757 △852,655

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,544 392,985

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △443,396 △861,517

無形固定資産の取得による支出 △1,468 △5,475

差入保証金の差入による支出 △150,557 △152,687

差入保証金の回収による収入 389 295

長期貸付けによる支出 △98,000 －

その他 △386 △51

投資活動によるキャッシュ・フロー △693,419 △1,019,435

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 － △90,723

リース債務の返済による支出 － △4,780

配当金の支払額 △457,756 △498,294

財務活動によるキャッシュ・フロー △457,756 △593,798

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,056,631 △1,220,249

現金及び現金同等物の期首残高 4,188,885 6,206,631

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,132,254

※
 4,986,382
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　該当事項はありません。　　

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

１．原材料及び貯蔵品 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50

号）が適用になることに伴い、前第１四半期連結会計期間末において、「原材料及び貯蔵品」は流動資産の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当第１四半期連結会計期間末からは区分掲記しております。なお、前第１四半期連結会計

期間末の流動資産の「その他」に含まれる「原材料及び貯蔵品」は14,073千円であります。

２．長期預り保証金　

　前第１四半期連結会計期間末において、固定負債に区分掲記しておりました「長期預り保証金」は、重要性が乏しくな

りましたので、当第１四半期連結会計期間末より固定負債の「その他」に含めて表示しております。なお、当第１四半期

連結会計期間末の固定負債の「その他」に含まれる「長期預り保証金」は532,125千円であります。　
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【簡便な会計処理】

　      簡便な会計処理については重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示しておりま

す。

　　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　（退職給付引当金）

　退職給付の計算方法について、従来簡便法によっておりましたが、期間損益計算の一層の精緻化を図るため、当第１四

半期連結会計期間から原則法に変更しております。

　また、簡便法から原則法への変更時差異33,347千円は特別損失に計上しております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,219,046千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、 1,073,563千円で

あります。

※２　担保資産

　　　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営にお

いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度末日に比

べて著しい変動が認められるものは、次のとおりであ

ります。

　　建物及び構築物　　　　　　 　　　5,720,923千円

※２　担保資産

　　　

　

　

　

　　建物及び構築物　　　 　　　　　　3,500,106千円　

※３　差入保証金には、建設協力金 1,928,676千円が含まれ

ております。

※３　差入保証金には、建設協力金 1,927,319千円が含まれ

ております。

　４　偶発債務

　　　債務保証

　　　不動産賃貸契約の未経過賃借料の保証

　４　偶発債務

　　　債務保証

　　　不動産賃貸契約の未経過賃借料の保証

　　㈱ケアプラス        586,560千円 　　㈱ケアプラス         595,920千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 366,442千円

賞与引当金繰入額 70,224 

退職給付費用 9,681 

役員退職慰労引当金繰入額 1,994 

貸倒引当金繰入額 3,857 

給与手当        472,152千円

賞与引当金繰入額       80,090 

退職給付費用      13,059 

役員退職慰労引当金繰入額      2,462 

貸倒引当金繰入額      2,399 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 3,332,254

預入期間が３か月を超える定期預金 △200,000

現金及び現金同等物 3,132,254

 

 （千円）

現金及び預金勘定 5,086,382

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000

現金及び現金同等物 4,986,382
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式  200,800株

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。　

３．新株予約権等に関する事項

　　　　ストック・オプションとしての新株予約権

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 562,2402,800 平成21年３月31日 平成21年６月26日利益剰余金

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　当社グループは、介護サービス事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び　

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）及び

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。　

 

（有価証券関係）

　　　当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められません。

 

（デリバティブ取引関係）

　　当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 72,102.00円 １株当たり純資産額 72,429.81円

　(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 14,141,424 14,157,371

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
△336,657 △386,534

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産

額（千円）
14,478,081 14,543,906

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期末（期末）の普通株式の数（株）
200,800 200,800

２．１株当たり四半期純利益等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益 2,075.18円 １株当たり四半期純利益         2,460.31円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益（千円） 416,695        494,030　　　　　　

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 416,695        494,030

期中平均株式数（株） 200,800        200,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月４日

株式会社メッセージ

    取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 辻内　章　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅　昇　　印

 
 
 

   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メッセージ

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メッセージ及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月４日

株式会社メッセージ

    取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
　
公認会計士 辻内　章　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 三宅　昇　　印

 
 
 

   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メッセージ

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メッセージ及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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